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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (千円) 600,350 668,855 627,399 591,054 596,940

経常利益 (千円) 19,949 50,767 75,971 68,017 51,100

当期純利益

又は当期純損失（△）
(千円) △75,720 43,782 52,645 42,834 40,651

持分法を適用した場合の

投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 425,000 425,000 425,000 425,000 425,000

発行済株式総数 (株) 8,500 8,500 8,500 8,500 8,500

純資産額 (千円) 1,338,5441,382,3261,434,9711,477,8051,518,456

総資産額 (千円) 1,952,4881,889,9071,861,4371,797,6091,771,440

１株当たり純資産額 (円) 157,475.70162,626.59168,820.08173,859.42178,641.87

１株当たり配当額

（うち１株当たり

　中間配当額） 

(円)
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△） 

(円) △8,908.265,150.886,193.495,039.344,782.45

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 68.6 73.1 77.1 82.2 85.7

自己資本利益率 (％) △5.5 3.2 3.7 2.9 2.7

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △19,709 248,501 148,589 113,225 58,642

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △636,492△99,098 △72,435 △58,514 △21,318

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 254,004△113,992△55,992 △84,020 －

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 121,404 156,815 176,977 147,668 184,992

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人)

36

(80)

37

(91)

36

(84)

43

(78)

43

(88)

　（注）１　売上高には消費税等は含まれていない。

２　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社に対する投資がないため記載していない。

３　第52期～第55期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していない。

４  第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については１株当たり当期純損失であり、また潜在株式

が存在しないため記載していない。 

５　当社の株式は非上場につき、株価収益率については記載していない。

６　当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載

していない。
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２【沿革】

昭和33年９月 資本金300百万円をもって日本観光ゴルフ株式会社を設立。

同時に東コース18ホールズ及び西コース18ホールズの建設工事に着手。

昭和34年７月 東コース18ホールズを開場。

昭和34年11月50百万円を増資し、資本金350百万円となる。

昭和35年６月 75百万円を増資し、資本金425百万円となる。

昭和35年７月 西コース18ホールズを開場し、東西コース36ホールズとなる。

３【事業の内容】

　当社は京都府城陽市に本拠を置きゴルフコース及び附帯設備を所有し、株主を主体としたゴルフ倶楽部（城陽カン

トリー倶楽部）を経営しており、会員の年会費、来場者のグリーンフィー、ロッカー使用料、その他食堂、売店、附帯設

備の収益により維持運営される会員制ゴルフ倶楽部を主体とした会社である。

(1)会員

総会員数  1,454名

　内訳 通常会員 1,174名

 法人会員 233名

 婦人会員 27名

 終身会員 10名

　 家族週日会員 8名　

 シルバー会員 2名

 ジュニア会員 －名

　

(2)会員資格

通常会員 当社の株式５株以上を所有する個人にして１名の個人名義を登録したもの。

法人会員 当社の株式を10株以上所有する法人にして５株につき１名の割合にて法人内の個人名義を

登録したもの。

婦人会員 会員の妻にして登録料を払込み名義登録したもの。

家族週日会員 会員の扶養家族（配偶者を含む）である中学生以上の者で登録料を払込み登録したもの。

終身会員 満75才以上在籍15年以上の通常会員が所定の手続きを経て株式を第三者に譲渡して登録し

たもの。　

シルバー会員 満55才以上の者で登録料を払込み名義登録したもの。

ジュニア会員　 会員の子弟である満15才以上22才までの者で個人名義を登録したもの。　
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(ハ)経営組織図

４【関係会社の状況】

　該当事項なし

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

  　    43 (88)   　45歳 1カ月  　 11年 8カ月 4,054,899      

　    （注）１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載している。

    ２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合はＵＩゼンセン同盟に属し、組合員数は32名（臨時雇用者を含む）である。

　なお、労使関係については概ね良好である。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当事業年度の我が国の経済は、東日本大震災の復興需要等を背景に緩やかな回復傾向にあるが、世界経済の減速

や近隣諸国との関係悪化等により、先行きは不透明な状況である。一方で、新政権による経済対策への期待感から明

るい兆しもみられる。

　ゴルフ場業界においては、景気低迷の余波、少子高齢化、ゴルフ人口の減少等の影響により来場者数は低迷してお

り、厳しい状況に変わりはない。

　このような状況の中で当社では、当事業年度の営業日数は309日（前事業年度対比１日減少）となったが、来場者

数は38,954人で前事業年度対比1,174人（3.1％）の増加となり、売上高は596,940千円と前事業年度対比5,886千円

（1.0％）増加した。

　売上原価、販売費及び一般管理費においては、主に人件費・消耗品費等の増加により、全体で715,588千円と前事業

年度対比10,602千円（1.5％）増加した。

　これにより営業損失は118,648千円で前事業年度対比4,716千円（4.1％）の増加となり、営業外収益の会員登録料

110,750千円（前事業年度対比12,500千円（1.0％）減少）等があり、経常利益は51,100千円と前事業年度対比

16,917千円（24.9％）減少した。また、特殊要因として集中豪雨災害による特別損失が9,841千円発生した。

　これらにより、税引前当期純利益は41,259千円で前事業年度対比26,758千円（39.3％）減少し、当期純利益は

40,651千円で前事業年度対比2,183千円（5.1％）減少した。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前当期純利益が前事業年度対比26,758

千円減少の41,259千円となり、減価償却費88,416千円、役員退職金及び従業員退職金の支払い41,953千円有形固定

資産の取得等17,918千円を実施したことにより、前事業年度末に比べ37,324千円増加し、当事業年度末には

184,992千円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当事業年度において営業活動の結果獲得した資金は58,642千円で、前事業年度対比48.2％減少した。

　　これは主に法人税等支払額、減価償却費、役員退職慰労引当金、退職給与引当金の減少によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当事業年度において投資活動の結果使用した資金は21,318千円で、前事業年度対比63.6％減少した。

　　これは有形固定資産取得の支払い等によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　　

当事業年度において財務活動の収支はなかった。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）利用者実績

　当事業年度の利用者実績は次のとおりである。

ゴルフコース（練習場を含まず）
第55期

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

１日当り標準利用者数（名） (イ) 360 　　　 100.0 

期中延営業日数（日） (ロ) 309 99.7 

期中延標準利用者数（名）
(イ)×(ロ)＝

(ハ)
111,240  99.7 

利用者実績数（名） (ニ) 38,954 103.1 

利用割合（％） (ニ)÷(ハ) 35.0 103.2 

(2）販売実績

　当事業年度の営業収入の実績を科目別に示すと次のとおりである。

 

第55期
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

メンバーフィ 54,970 100.0

ビジターフィ 199,086 99.3

キャディーフィ 167,110 100.5

ロッカーフィ 3,875 105.2

カートフィ 13,642 117.2

食堂委託 22,950 103.6

売店 10,077 87.6

会費 87,235 98.8

その他 37,995 118.3

合計 596,940 101.0

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれていない。

３【対処すべき課題】

（１）現状の認識について

　ゴルフ場業界は、景気低迷の余波、少子高齢化、ゴルフ人口の減少等の影響により来場者数は低迷している。ま

た、低料金による価格競争等により、依然として厳しい経営環境が続くものと予想される。

（２）当面の対処すべき課題の内容

　　　来場者数の低迷及び他クラブの料金値下げ攻勢への対策が課題となっている。

（３）対処方針

永年培った歴史と伝統に更なる磨きをかけ、名門コースに相応しいゴルフ場づくりに全社一丸となって邁進し

メンバー本位の倶楽部運営を堅持する。

（４）具体的な取組状況等

　まず会員の皆様が、充実したゴルフライフを満喫できるようコースコンディションを常に最高の状態に維持し

快適なプレーが出来るよう施設の充実を図る一方、会員家族懇親競技、名月コンサート、仲良しふーふコンペ等家

族参加型の企画を実行している。また、良質なサービスの提供に重点をおいた教育を実行している。
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４【事業等のリスク】

　当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項に

は、以下のようなものがある。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場

合の対応に努める所存である。文中、将来に関する事項については、当該事項は当事業年度末現在において判断したも

のである。

(1）会社が取っている経営方針について

　ゴルフ場業界では、低価格競争が激化しているが、当社は、価格面以外の魅力あるゴルフ場設備、各種企画等の充実

により来場者数の維持増加を図っている。また、落ち着いた雰囲気で、安心してプレーできる会員制ゴルフ倶楽部と

して、会員及び会員が紹介するプレーヤーのみを受け入れしており、不特定多数への営業活動は実施していない。

　こうした事業環境下において当社が競争優位を得られない場合、当社業績及び財政状態に悪影響を及ぼすおそれ

がある。

　なお、当社は、メンバーシップによるメンバー（＝株主）優遇と、内部留保金で良好な施設の維持改善を図ること

を重要な経営課題とし、創業以来一貫して、株主への配当は実施しておらず、当面はこの方針を継続することにして

いる。

(2）財政状態及び経営成績の異常な変動に係るものについて

　当社は、経費の削減、効率化に努めているが、営業経費の約８％を占める公租公課等で圧縮に限界のあるものが存

在する。また、電気料金と燃料費の値上がりが進行しており、更なる経営効率化に取り組む必要がある。

　なお、営業外収益としての登録料及び不動産賃貸料は、市場動向に影響され変動することから、今後の業績に悪影

響を与える可能性がある。

(3）経営成績の季節的変動及び気象の影響について

　当社の売上高は、その性質上、春、秋の季節には他の季節に比べて高くなる。また、長期間の降雨、高温、豪雪等の異

常気象により売上高が減少することがある。

　なお、予期できない気象の激変により、芝を含めたコース施設が損傷を受け、その修復に資金が必要となる可能性

がある。

(4）個人情報について

　当社は、株主会員等利用者の個人情報を保有しており、その情報の外部漏洩に関しては、細心の注意を払っている

が、不測の事態により顧客情報に係る紛失、漏洩等が発生した場合、当社に対する信頼性の失墜、損害賠償等により、

今後の業績に悪影響を与える可能性がある。

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし

６【研究開発活動】

　該当事項なし
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されている。

　財務諸表の作成にあたっては、営業債権、有形・無形固定資産、法人税等、退職給付引当金等の計上に関して、重要

な会計方針及び見積りによる判断を行っている。実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積り

と異なる場合がある。

(2）当事業年度の経営成績の分析

　当社の当事業年度の経営成績は、各種競技の誘致・ＫＧＵ主催の振興事業参画等により来場者数は増加となり、売

上高は前事業年度に比べ増加した。一方の経費面では、主として人件費・消耗品費等が増加となり、営業損益は悪化

した。その結果、当期純利益は40,651千円となった。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社は、良好なコース施設、サービス等の品質面での優位性を強調して、来場者の獲得を図っているが、当業界で

は、低価格による顧客獲得競争はさらに激化している。

(4）経営戦略の現状と見通し

　我が国のゴルフ場は今後、「クラブライフ追求型」と「低料金化・大衆化型」との二極化がさらに鮮明となり、格

差は一段と拡大して経営は圧迫されるものと思われる。当社としては、従来どおり、会員中心のゴルフ倶楽部として

の魅力に磨きをかけて、業績を維持・拡大していく所存である。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の資金状況は、営業活動により得られたキャッシュ・フローは前事業年度より54,583千円少ない58,642千円

となり、これは主に法人税等支払額、減価償却費、役員退職慰労引当金、退職給与引当金の減少によるものであ　る。

投資活動により使用したキャッシュ・フローは前事業年度より37,196千円少ない21,318千円となり、これは有形固

定資産取得に伴う支出減少等によるものである。財務活動によるキャッシュ・フローはなく、差し引き37,324千円

が資金の増加となった。

(6）経営者の問題認識と今後の方針

　当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めている。ここ数

年の我が国ゴルフ場業界の倒産は減少傾向にあるが、引き続き倒産した会社を中心とした超低料金攻勢等に鑑みる

と、当社を取り巻く事業環境は厳しい。

　当社としては、魅力のあるゴルフ場施設及び各種企画の充実を図ると共にサービスの向上でこれに対処し、またこ

れを可能とする更なる経営健全化を目指し、一段の合理化に努める所存である。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資額は27,069千円であり、その主なものはパソコンシステム更新（ハード・ソフト）、コース車

両機械器具更新（乗用３連ロータリーモア、タンク車、バンカーレーキ、軽ダンプ）、レジ釣銭機、12号井戸水中ポン

プ、ガソリン地下タンク電気防食設備等である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、この資金調達はすべて自己資金

で賄った。

２【主要な設備の状況】

　主要な設備は以下のとおりである。

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業員数(人)

(外、平均臨時
雇用者数)

建物及び
構築物

土地
（面積㎡）

コース施設 その他 合計

本社

(京都府城陽市)
ゴルフ場 732,354

106,526

(1,561,468.29㎡)
524,608100,2021,463,690    43（88） 

賃貸物件

(京都府城陽市)
賃貸店舗 38,780

14,736

( 3,361.60㎡)
－ － 53,516 －（－）

（注）帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具、工具、器具及び備品、立木である。なお、金額には消費税

等を含めていない。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000

計 12,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,500 8,500該当事項なし

当社は単元株制

度は採用してい

ない。

計 8,500 8,500 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項なし

　　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　 該当事項なし

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和35年６月11日 1,500 8,500 75,000 425,000 105,000 145,000

　（注）　一般募集　1,500株　発行価格　12万円　資本組入額　５万円

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 2 80 － － 1,406 1,492

所有株式数（株） － 150 20 1,205 － － 7,125 8,500

所有株式数の割合

（％）
－ 1.8 0.2 14.2 － － 83.8 100.0
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 80 0.94

宝ホールディングス株式会社 京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20番地 65 0.77

パナソニック株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地 50 0.59

関西電力株式会社 大阪市中央区中之島三丁目６番16号 50 0.59

株式会社電通 東京都港区東新橋一丁目８番１号 35 0.41

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前700番地 30 0.35

株式会社京都新聞社 京都市中京区烏丸通夷川上ル少将井町239 30 0.35

京都信用金庫 京都市下京区四条通柳馬場東入立売東町７番地 30 0.35

タキイ種苗株式会社 京都市下京区梅小路通猪熊東入南夷町180 30 0.35

計 － 400 4.70

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式8,500 　 8,500 －

発行済株式総数 8,500 － －

総株主の議決権 － 8,500 －

 

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし　
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　

      該当事項なし

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項なし

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

          該当事項なし

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　 該当事項なし

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　　　　 該当事項なし

　

３【配当政策】

 当社は、毎年３月31日および９月30日を基準日として、株主総会決議により配当することが出来る。

　但し、当社は、創業以来一貫して株主への剰余金の配当は行わず、メンバーシップによるメンバー（＝株主）優遇と、

ゴルフコースをはじめとする良好な施設の維持改善をもってこれにかえることを重要な経営課題のひとつとしてき

た。

　この方針をもとに、今後とも株主への収益還元は、配当にかえ記念すべき節目や、各期の経営成績の状況を勘案して、

内部留保金をもって諸施設の改善をはかることにより、常に良質のゴルフ場を提供することとする。これにより当事

業年度も配当はしない。

　

４【株価の推移】

　当社は非上場及び非登録につき該当事項なし。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役社長

代表取締役

　

－ 柏　原　康　夫 昭和14年７月14日生

昭和38年４月㈱京都銀行入行

（注）２ －

平成４年６月 同行取締役営業開発部長

平成６年６月

平成９年６月

　

同行常務取締役

同行代表取締役副頭取　

平成10年６月同行代表取締役頭取

平成15年６月当社取締役

平成22年６月㈱京都銀行代表取締役会長（現任)　
　 当社取締役社長（現任）

　 当社代表取締役（現任）

常務取締役

代表取締役
支配人 佐　藤　浩　市 昭和36年７月26日生

昭和59年４月

平成13年４月

㈱住友銀行入行

㈱住友銀行が㈱三井住友銀行に社名変更　

（注）２ －

平成16年４月同行佐賀法人営業部長

平成18年４月

平成21年４月

平成23年４月

平成24年４月

　

同行天六法人営業部長

同行大阪公務法人営業部長

同行監査部（大阪）上席考査役

同行本店（大阪）上席監査役　

平成24年６月当社常務取締役支配人（現任）

当社代表取締役（現任）

取締役 － 木　村　恵　一 昭和８年12月３日生

昭和27年４月木村工機㈱入社

（注）２ 5昭和51年４月同社代表取締役社長（現任）

平成15年６月当社取締役（現任）

取締役 － 森　下　洋　一 昭和９年６月23日生

昭和32年４月松下電器産業㈱入社

（注）２ －

平成元年６月 同社常務取締役

平成２年６月 同社専務取締役

平成４年12月同社取締役副社長

平成５年２月 同社代表取締役社長

平成６年６月 当社取締役（現任）

平成12年６月松下電器産業㈱代表取締役会長

平成18年６月同社相談役

平成20年10月

　

松下電器産業㈱がパナソニック㈱に

社名変更

平成20年10月

平成24年６月

　

パナソニック㈱相談役

同社特別顧問（現任）　

取締役 － 村　田　純　一 昭和10年10月19日生

昭和35年７月村田機械㈱入社

（注）２ －

昭和36年７月同社取締役総務部長

昭和37年７月同社常務取締役

昭和45年１月同社代表取締役社長

昭和60年６月当社取締役（現任）

平成15年９月村田機械㈱代表取締役会長（現任） 

取締役 －　 松　尾　禎　一　  昭和12年９月23日　

昭和38年４月

平成元年４月

平成８年６月

平成23年６月

　

住友商事㈱入社

同社砂糖部長

新光製糖㈱代表取締役

当社取締役（現任）　

（注）２ 5

取締役 － 正　野　勝　己 昭和13年10月28日生

昭和47年５月東洋シポデック㈱　設立

同社代表取締役社長（現任） （注）２ 5
平成19年６月当社取締役（現任）

取締役　 －　 森　　　詳　介　 昭和15年８月６日生　

昭和38年４月

平成９年６月

平成11年６月

平成13年６月

平成17年６月

平成22年６月

平成25年６月

　

関西電力㈱入社

同社取締役

同社常務取締役

同社取締役副社長

同社取締役社長

同社取締役会長（現任）

当社取締役（現任）　

（注）２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役 － 加　藤　　　誠 昭和15年12月13日生

昭和39年４月伊藤忠商事㈱入社

（注）２ 5　

平成７年６月 同社取締役

平成13年４月同社代表取締役副社長

平成18年４月伊藤忠商事㈱取締役副会長

平成19年６月伊藤忠商事㈱相談役 
平成22年８月同社理事（現任）

平成23年６月当社取締役（現任）

取締役　 －　 奥　　　正　之　 昭和19年12月２日生　

昭和43年４月

平成６年６月

平成10年11月

平成13年１月

平成13年４月

平成14年12月

　

　

平成15年６月

平成17年６月

　

　

平成23年４月

　

㈱住友銀行入行

同行取締役

同行常務取締役

同行専務取締役

㈱住友銀行が㈱三井住友銀行に社名変更

同行専務取締役　

㈱三井住友フィナンシャルグループ

専務取締役

㈱三井住友銀行副頭取

同行頭取

㈱三井住友フィナンシャルグループ

取締役会長（現任）

㈱三井住友銀行頭取退任　

（注）２ －

取締役 － 堀　場　　　厚 昭和23年２月５日生

昭和46年４月オルソン・ホリバ社(米国)入社

（注）２ 5

昭和47年９月㈱堀場製作所入社

昭和57年６月同社取締役

昭和63年６月同社専務取締役

平成４年Ⅰ月 同社代表取締役社長

平成17年６月同社代表取締役会長兼社長（現任）

平成23年６月当社取締役（現任）

取締役 － 上　田　成之助 昭和25年４月１日生

昭和47年４月京阪電気鉄道㈱入社

（注）２ －

平成13年６月同社取締役

平成15年６月同社事業役員　

平成17年６月同社常務事業役員

平成19年６月同社代表取締役社長ＣＯＯ　

平成23年６月

　

同社相談役

　

　

　

平成25年６月

　

京阪バス㈱代表取締役会長

京福電気鉄道㈱代表取締役会長（現任）　

当社取締役（現任）

京阪電気鉄道㈱客員（現任）

京阪バス㈱相談役（現任）

取締役 － 大　倉　治　彦 昭和33年５月２日生 

昭和56年４月

昭和62年４月

昭和63年６月

平成２年６月

平成４年６月

平成７年６月

平成９年６月

平成21年６月

㈱第一勧業銀行入行

月桂冠㈱入社

同社取締役

同社常務取締役

同社専務取締役

同社取締役副社長

同社代表取締役社長（現任）

当社取締役（現任）

（注）２ －

監査役 － 谷　口　弘　一 昭和10年６月８日生

昭和41年10月公認会計士開業登録

（注）４ 5

昭和42年２月税理士開業登録

昭和45年12月日新監査法人代表社員

昭和61年１月

平成５年５月

　

センチュリー監査法人理事

同監査法人常任理事

平成10年５月同監査法人副会長

平成13年７月新日本監査法人代表社員

平成14年６月当社監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役  － 小　泉　欣　也 昭和18年７月13日生 

昭和43年４月

　

昭和45年４月

昭和61年４月

平成16年４月

平成18年４月

平成19年４月

平成20年４月

平成21年４月

平成21年６月

平成24年４月

京都大学医学部付属病院勤務

国立京都病院

同院外科医長

京都医療センター統括診療部長

京都大学外科交流センター副理事長

京都医療センター副院長

京都大学外科交流センター理事長併任

京都大学外科交流センター理事長

当社監査役（現任）

京都大学外科交流センター相談役（現任）

（注）３ 5

監査役  － 粟　津　駿　男 昭和18年11月29日生 

昭和41年４月

　

昭和48年５月

昭和62年11月

平成24年６月

粟津練染工業㈱入社

同社取締役

同社代表取締役社長（現任）　　

当社監査役（現任）

（注）４ 5

計 40

 （注）１．取締役の内、柏原康夫、佐藤浩市の２名以外は社外取締役である。監査役３名全員は社外監査役である。

 （注）２．平成25年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。

 （注）３．平成25年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （注）４．平成24年６月

24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。 

EDINET提出書類

日本観光ゴルフ株式会社(E04637)

有価証券報告書

15/38



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主会員制ゴルフ倶楽部として、会員の融和親睦を図り、ゴルフの発達普及と国民体位の向上を図ると共に

健全明朗なる社交機関たることにより、社会の繁栄と発展に貢献することを目的としている。そのために、株主、従業

員、社会にとって魅力のある会社であり、内外共に明朗で高い透明性を維持するよう努めている。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ．会社の機関の基本説明

　取締役会は、現在、取締役13名で構成され、その内11名は各界で指導的地位にある経営監督機能の高い社外取締

役であり、重要事項の決定を行い業務の執行状況を監督する機関として位置付けしている。

社外取締役に対しては、取締役会における充実した議論に供するため、取締役会の議題の内容等につき、予め事務

局より報告している。

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役全員が社外監査役である。

監査役は取締役会を含む重要会議への出席、当社部課長とのヒヤリング等による業務監査の実施、及び会計監査

を行うことにより、取締役の業務執行の妥当性・適法性につき監査を行っている。

ロ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社は、稟議規定をはじめとした業務諸規定により、職務権限、決裁権者、決裁権限の範囲を明らかにすることに

より、業務の効率性を追求するとともに管理体制の責任を明確化している。当社の運営に関しては、城陽カント

リー倶楽部及びその理事会を組織し、ゴルフ場運営の健全性、公平性の確保に努めている。また、部課長会を通じ

て法令遵守の必要性を全従業員に対して周知徹底を図るとともに業務執行における規定等の遵守状況は、監査役

の業務監査及び支配人、副支配人の日常点検により確認している。

当社の経営管理組織は以下のとおりである。

取締役会は、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督している。

内部監査担当の専従スタッフの配置はしていないが、必要に応じて総務部が適宜対応している。

企業経営及び日常業務に関する法律的な事項に関しては、経営判断上の参考とするため、法律事務所と顧問契約

を締結し、必要に応じてアドバイスを受ける体制を採っている。 

ハ．内部監査及び監査役監査の状況

　　当社は特に内部監査組織を設けていないが、取締役支配人が業務全般にわたって管理監督を行っており、中間

　決算、年度決算等について監査役との間で情報交換を行っている。監査役は取締役会への出席並びに業務

　及び財産の状況の調査等を通じて、取締役の職務執行の監督並びに会計監査を行っている。　 

ニ．会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、乾　一良（監査年数６年）駿河　一郎（監査年数４年）であ

り、有限責任 あずさ監査法人に所属し、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他３名であ

る。

ホ．社外取締役及び社外監査役との関係

　社外取締役及び社外監査役の一部は当社株式を保有している。社外取締役及び社外監査役で当社と人的関係、そ

の他利害関係がある者はない。

②　リスク管理体制の整備の状況

毎月１回部課長会議を開催し、法令の制定、改正内容の研修を実施し、法令遵守の徹底に努めている。　　　

また、経営環境の変化に対応すべく十分な議論の上、業務執行を決定している。

③　役員報酬の内容

当社の当事業年度の社内取締役に対する報酬は年間11,600千円であり、その他の社外取締役及び社外監査役は無

報酬である。

④　取締役の定数

　　　　当社の取締役は、15名以内とする旨定款に定めている。

　  ⑤　取締役の選任の決議要件

　　　　当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

　　　　主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。また、取締役の選任決議は累積投票によら

　　　　ない旨も定款に定めている。　　

　  ⑥　自己株式の取得　

　　　　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる旨定款

　　　に定めている。これは、機動的な資本政策等の遂行を目的とするものである。

　  ⑦　株主総会の特別決議要件　

　　　　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

 　　 の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。

　　　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

　　　るものである

EDINET提出書類

日本観光ゴルフ株式会社(E04637)

有価証券報告書

16/38



（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

5,800 － 5,800 －

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項なし 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項なし 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査法人に対する監査報酬の決定方針は、監査計画に基づく監査予定時間により決定している。　

　

 

EDINET提出書類

日本観光ゴルフ株式会社(E04637)

有価証券報告書

17/38



第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第55期（平成24年４月１日から平成25年３月31日ま

で）の財務諸表について有限責任 あずさ監査法人により監査を受けている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がないので、連結財務諸表を作成していない。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みにについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、監査法人等が主催する

研修会及び企業内容等の開示に関する各種セミナーへの参加により、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等

の変更等について的確に対応することができる体制を構築している。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 147,668 184,992

未収入金 37,604 37,862

貯蔵品 4,434 5,682

前払費用 8,303 9,128

その他 25 119

流動資産合計 198,034 237,783

固定資産

有形固定資産

建物 1,300,455 1,300,455

減価償却累計額 △669,671 △709,706

建物（純額） 630,784 590,749

構築物 1,036,781 1,037,172

減価償却累計額 △871,566 △895,567

構築物（純額） 165,215 141,605

機械及び装置 217,848 226,606

減価償却累計額 △184,735 △193,781

機械及び装置（純額） 33,113 32,825

車両運搬具 113,785 115,888

減価償却累計額 △106,139 △108,833

車両運搬具（純額） 7,646 7,055

工具、器具及び備品 168,345 169,326

減価償却累計額 △155,324 △154,414

工具、器具及び備品（純額） 13,021 14,912

コース勘定 524,608 524,608

立木 45,409 45,409

土地 106,909 106,909

有形固定資産合計 1,526,705 1,464,072

無形固定資産

ソフトウエア 1,268 3,173

電話加入権 625 625

無形固定資産合計 1,893 3,798

投資その他の資産

投資不動産 81,001 81,001

減価償却累計額 △25,714 △27,485

投資不動産（純額） 55,287 53,516

長期前払費用 15,350 11,931

その他 340 340

投資その他の資産合計 70,977 65,787

固定資産合計 1,599,575 1,533,657

資産合計 1,797,609 1,771,440
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 18,966 15,157

未払金 5,965 11,378

未払法人税等 18,231 1,610

未払費用 22,861 18,265

前受金 3,100 3,355

預り金 7,537 7,931

賞与引当金 8,000 8,000

その他 8,663 9,761

流動負債合計 93,323 75,457

固定負債

会員預り金 95,200 91,200

長期預り保証金 42,000 39,000

退職給付引当金 60,947 47,327

役員退職慰労引当金 28,334 －

固定負債合計 226,481 177,527

負債合計 319,804 252,984

純資産の部

株主資本

資本金 425,000 425,000

資本剰余金

資本準備金 145,000 145,000

資本剰余金合計 145,000 145,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 2,000 2,000

繰越利益剰余金 905,805 946,456

利益剰余金合計 907,805 948,456

株主資本合計 1,477,805 1,518,456

純資産合計 1,477,805 1,518,456

負債純資産合計 1,797,609 1,771,440
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高

プレー収入 437,017 438,683

食堂委託収入 22,146 22,950

売店収入 11,507 10,077

年会費収入 88,260 87,235

その他 32,124 37,995

売上高合計 591,054 596,940

売上原価

商品売上原価 8,906 9,475

コース維持費 56,414 52,531

給料及び手当 206,036 206,340

福利厚生費 33,220 31,782

退職給付費用 6,881 6,751

賞与引当金繰入額 5,038 5,458

消耗品費 11,275 22,457

光熱費 26,201 26,143

修繕費 25,197 24,537

減価償却費 90,508 81,398

租税公課 53,860 52,350

その他 35,510 39,742

売上原価合計 559,046 558,964

売上総利益 32,008 37,976

販売費及び一般管理費

役員報酬 12,000 11,100

給料及び手当 53,362 67,127

福利厚生費 10,751 12,120

退職給付費用 1,897 1,435

役員退職慰労引当金繰入額 2,000 500

賞与引当金繰入額 2,962 2,542

光熱費 453 451

租税公課 2,726 2,543

減価償却費 5,199 5,247

その他 54,590 53,559

販売費及び一般管理費合計 145,940 156,624

営業損失（△） △113,932 △118,648
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業外収益

受取利息 43 37

会員登録料 123,250 110,750

受取補償金 21,595 20,083

不動産賃貸料 38,043 38,043

雑収入 7,152 7,538

営業外収益合計 190,083 176,451

営業外費用

支払利息 939 －

減価償却費 1,842 1,771

固定資産賃貸費用 3,733 3,682

雑損失 1,620 1,250

営業外費用合計 8,134 6,703

経常利益 68,017 51,100

特別損失

災害による損失 － 9,841

特別損失合計 － 9,841

税引前当期純利益 68,017 41,259

法人税、住民税及び事業税 25,183 608

法人税等調整額 － －

法人税等合計 25,183 608

当期純利益 42,834 40,651
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 425,000 425,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 425,000 425,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 145,000 145,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 145,000 145,000

資本剰余金合計

当期首残高 145,000 145,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 145,000 145,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 2,000 2,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,000 2,000

繰越利益剰余金

当期首残高 862,971 905,805

当期変動額

当期純利益 42,834 40,651

当期変動額合計 42,834 40,651

当期末残高 905,805 946,456

利益剰余金合計

当期首残高 864,971 907,805

当期変動額

当期純利益 42,834 40,651

当期変動額合計 42,834 40,651

当期末残高 907,805 948,456

株主資本合計

当期首残高 1,434,971 1,477,805

当期変動額

当期純利益 42,834 40,651

当期変動額合計 42,834 40,651

当期末残高 1,477,805 1,518,456

純資産合計

当期首残高 1,434,971 1,477,805

当期変動額

当期純利益 42,834 40,651

当期変動額合計 42,834 40,651

当期末残高 1,477,805 1,518,456
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 68,017 41,259

減価償却費 97,549 88,416

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,175 △13,619

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,000 △28,334

受取利息及び受取配当金 △43 △37

固定資産除却損 1,292 1,151

支払利息 939 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,641 △259

たな卸資産の増減額（△は増加） 235 △1,247

仕入債務の増減額（△は減少） 5,690 △3,809

会員預り金の増減額（△は減少） △7,300 △4,000

未払消費税等の増減額（△は減少） 294 △337

預り保証金の増減額（△は減少） △3,000 △3,000

災害損失 － 9,841

その他 △7,128 △373

小計 145,729 85,652

利息及び配当金の受取額 43 37

利息の支払額 △939 －

災害損失の支払額 － △9,841

法人税等の支払額 △31,608 △17,206

営業活動によるキャッシュ・フロー 113,225 58,642

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △45,422 △17,918

無形固定資産の取得による支出 － △3,400

その他 △13,092 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,514 △21,318

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △84,020 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △84,020 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △29,309 37,324

現金及び現金同等物の期首残高 176,977 147,668

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 147,668

※1
 184,992
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【注記事項】

（重要な会計方針）

　　　　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　    貯蔵品

　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）  

          を採用している。

　　　　２．固定資産の減価償却の方法

　　　　（1）有形固定資産

　　　　　　 定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用し

　　　　　 ている。

           　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

　　　　　　　建物及び構築物　　　　　　３～50年

　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　５～30年

　　　　　　　工具、器具及び備品　　　　３～20年

　　　　　　　車両運搬具　　　　　　　　２～15年

        （2）無形固定資産 

             定額法を採用している。

              なお、償却年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。ただし、ソフトウェア

            （自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。

　　　 ３．引当金の計上基準

　　　　 （1）貸倒引当金

              債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

　　　　　　ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

　            なお、当事業年度末における計上額はない。

　　　　 （2）賞与引当金

　　　　　　　従業員の賞与金の支給に備えて、賞与支給見込額のうち当期負担額を計上している。

　　　　 （3）退職給付引当金

　            従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務額及び中小企業退職金共済制度の

　　　　　　支給見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上している。

　　　　 （4）役員退職慰労引当金

              役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

　　　　　　　なお、当事業年度末における計上額はない。

　　　　４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　　  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

            しか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

        ５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　　 消費税等の処理方法

　           税抜方式を採用している。

　

（会計方針の変更等）

　　　　　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　　　　　　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

　　　　　の法人税に基づく減価償却方法に変更している。

　　　　　　なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微である。　
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（表示方法の変更）

        該当事項なし

（貸借対照表関係）

　　　　　該当事項なし

　

（損益計算書関係）

　　　　該当事項なし

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 8,500 － － 8,500

合計 8,500 － － 8,500

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　該当事項なし

　

３．配当に関する事項

　 該当事項なし

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 8,500 － － 8,500

合計 8,500 － － 8,500

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　該当事項なし

　

３．配当に関する事項

　 該当事項なし
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

　 　　※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　      

　
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

　現金及び預金勘定 147,668千円 184,992千円

　現金及び現金同等物 147,668 184,992

　

（リース取引関係）

　　　　　該当事項なし　

　

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針

　　　　　　　 　 一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金は全て自己資金で賄って　

　　　　　　　　いる。なお、投機的な取引は行わない方針である。

　　　　　　（2） 金融商品の内容及びそのリスク

　　　　　　　  　営業債権である未収入金は、顧客の信用リスクに晒されている。

　　　　　　　  　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日である。　　　　　　　  　

　　　　　　（3） 金融商品に係るリスク管理体制

　　　　　　　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

                  営業債権については、業務部門における業務係が未収入金先を毎月モニタリングし、取引相手ごとに　

　　　　　　　　期日及び残高を管理するとともに、督促等による回収懸念の早期把握や軽減を図っている。

　　　　　　　 ② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　　　　　　　　各部署が３ヶ月ごと予算の執行状況を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

　　　　　　　　リスクを管理している。

　　　　　　（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

　　　　　　　　額が含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

　　　　　　　　用することにより、当該価額が変動することがある。　　

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含まれていない（（注）２をご参照ください）。

　

　  　　　　　前事業年度（平成24年３月31日）

　
貸借対照表計上額　　（千

円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　(1) 現金及び預金

　(2) 未収入金　

147,668　

37,604　

147,668　

37,604　

　－

－　

　資産計 185,272　 185,272　 －　

　(1) 買掛金

　(2) 未払金

18,966

5,965

18,966

5,965　

－　　

－

　負債計 24,931　 24,931　 －　
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　  　　　　　当事業年度（平成25年３月31日）

　
貸借対照表計上額　　（千

円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　(1) 現金及び預金

　(2) 未収入金　

184,992　

37,862　

184,992　

37,862　

　－

－　

　資産計 222,854　 222,854　 －　

　(1) 買掛金

　(2) 未払金

15,157

11,378

15,157

11,378　

－　　

－

　負債計 26,535　 26,535　 －　

　
　　　　　（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　　　　　　  資　産　

　　　　　　       （1）現金及び預金、（2）未収入金

　　　　   　           これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

                      よっている。

　                負　債

　　　             （1）買掛金、（2）未払金

　　　　　　            これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

                      よっている。　　　             　

                ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　区分
　前事業年度

（平成24年３月31日）　
　当事業年度

（平成25年３月31日）　

　会員預り金 95,200　　　　　　　　　　　　　 91,200　　　　　　　　　　　　　

　長期預り保証金 42,000　　　　　　　　　　　　　 39,000　　　　　　　　　　　　　

　　　　　   　会員預り金及び長期預り保証金については償還時期を見積ることができないことから、時価を把握する

           　ことが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項には含めていない。

　

（有価証券関係）

　　　　　該当事項なし

　

（デリバティブ取引関係）

　　　　　該当事項なし　

　

（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度及び中小企業退職金共済制度に加入している。

なお、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用している。

２　退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） 　    △146,943 　    △124,451

(2）中小企業退職金共済制度の支給見込額（千円）         85,996         77,124

(3）退職給付引当金 (1)＋(2)（千円） 　        △60,947 　        △47,327

３　退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

退職給付費用

(1）勤務費用（千円）

    8,778千円

     8,778千円

    8,186千円

     8,186千円
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（ストック・オプション等関係）

　　　　　該当事項なし

　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

　繰延税金資産 　　 　
　退職給付引当金 23,074千円 　 17,966千円
　役員退職慰労引当金 10,727　 －
　賞与引当金 3,029 　 3,037
　減価償却超過額 1,974 　 1,417
　繰越欠損金 － 　 1,147
　繰延税金資産小計 38,804　 23,566
　評価性引当額 △38,804　 △23,566
　繰延税金資産合計 － 　 －

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳
　 前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

　法定実効税率          40.3%　 　          38.0%　
　（調整） 　 　 　
　評価性引当額の増減額　          △5.7 　         △39.0
　交際費等永久に損金に算入されない項目            2.0 　           1.8
　住民税均等割           0.4 　           0.7
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.0 　 1.5

　

（持分法損益等）

　　　　　該当事項なし

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　　　当社では、城陽市において、賃貸用店舗（土地を含む。）を有している。前事業年度における当該賃貸等不

　　　　　動産に関する賃貸損益は32,468千円（（営業外収益）不動産賃貸料　38,043千円（営業外費用）減価償却費

　　　　　1,842千円　不動産関連費用3,733千円）である。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は

　　　　　32,589千円（（営業外収益）不動産賃貸料38,043千円（営業外費用）減価償却費1,771千円　不動産関連費用

　　　　　3,682千円）である。

　　　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりである。

　 （単位：千万円）

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

貸借対照表計上額 　 　

　 期首残高 57,511 55,669

　 期中増減額 1,842 1,771

　 期末残高 55,669 53,898

期末時価 419,162 419,162

  (注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な減少額は減価償却（1,842千円）である。当事業年度の主な減少額は減

価償却（1,771千円）である。

　　　 ３．期末の時価は、主要な物件については、「不動産鑑定評価基準」に基づいて不動産鑑定士が算定した金額

　　　　　（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であり、重要性の乏しい物件については、固定資産税評価額を時

　　　　　 価とみなしている。　　　　　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、ゴルフ事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。　

　

【関連情報】

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

　 プレー代 会費 その他 合計

外部顧客への売上高 　437,017 　88,260 　65,777 　591,054

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略している。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、損益計算書の売上高の10％以上を占めるも

のがないため、記載を省略している。

　　

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

　 プレー代 会費 その他 合計

外部顧客への売上高 　438,683 　87,235 　71,022 　596,940

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略している。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、損益計算書の売上高の10％以上を占めるも

のがないため、記載を省略している。

　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 該当事項なし　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 該当事項なし　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 該当事項なし　
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【関連当事者情報】

　　　　　役員及び個人主要株主等

        　前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　　　    

種類 氏名 所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

　

事業の内容

又は職業　

議決権等の所有

（被所有）割合

　

関連当事者

との関係　

取引の内容

　

取引金額

（千円）　
科目　

期末残高

（千円）　

役員　 柏原康夫　 ―　 ―　

㈱京都銀行

代表取締役会長

当社代表取締役

　

―　
当社の借入先

役員の兼任　

長期資金の

借　入

利息の支払

　

17,611

　

260　

―　

　

―

―　

　

―　

　

    （注）１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれていない。

　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　　株式会社京都銀行からの資金借入については、柏原康夫氏が、株式会社京都銀行の代表者として行った

              取引であり、借入金利率については、市場金利を勘案して合理的に決定している。

　　　　　３．株式会社京都銀行からの長期資金の借入については、取引金額は期中平均残高を記載している。

　

 　　　　 当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　        　該当事項なし

　

（１株当たり情報）

　
　
　

前事業年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 173,859.42円 178,641.87円

１株当たり当期純利益金額 5,039.34円 4,782.45円

　
（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。      

 
前事業年度　

　（平成24年３月31日）
当事業年度　

　（平成25年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 1,477,805 1,518,456

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,477,805 1,518,456

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
8,500 8,500

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純利益（千円） 　 42,834 40,651

普通株主に帰属しない金額（千円） 　 － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 　 42,834 40,651

期中平均株式数（株） 　 8,500 8,500

（重要な後発事象）

該当事項なし
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項なし

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 1,300,455 － － 1,300,455709,706 40,035 590,749

構築物 1,036,7811,685 1,2941,037,172895,567 24,961 141,605

機械及び装置 217,848 8,758 － 226,606193,781 9,045 32,825

車両運搬具 113,785 5,578 3,475 115,888108,833 6,170 7,055

工具、器具及び備品 168,345 7,648 6,667 169,326154,414 5,602 14,912

コース施設 524,608 － － 524,608 － － 524,608

立木 45,409 － － 45,409 － － 45,409

土地 106,909 － － 106,909 － － 106,909

有形固定資産計 3,514,14023,669 11,4363,526,3732,062,30185,8131,464,072

無形固定資産                             

ソフトウエア 4,030 3,400 4,030 3,400 227 831 3,173

電話加入権 625 － － 625 － － 625

無形固定資産計 4,655 3,400 4,030 4,025 227 831 3,798

長期前払費用 15,350 － 3,419 11,931 － － 11,931

　（注）　増加額の主なもの

　構築物 　12号井戸水中ポンプ１台 1,685千円

　機械及び装置　　 　乗用３連ロータリーモア２台 5,300千円

　 　バンカーレーキ１台 1,818千円

　 　ガソリン地下タンク電気防食設備 1,640千円　

　車両運搬具 　1000ℓタンク車１台 3,990千円

　 　軽ダンプ車２台（中古） 1,380千円

　工具、器具及び備品 　パソコンシステム更新１式 4,200千円　

　 　レジ釣銭機２台 1,676千円　

　ソフトウエア 　ゴルフパートナーパッケージソフト 3,400千円　
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【社債明細表】

　該当事項なし

【借入金等明細表】

　　　　　　該当事項なし

  　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 8,000 8,000 8,000 － 8,000

役員退職慰労引当金 28,334 500 28,834 － －

【資産除去債務明細表】

　　該当事項なし　　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 4,493

預金     

普通預金 180,499

合計 184,992

ロ　未収入金

区分 金額（千円）

（株）ジエーシービー 9,078

三井住友カード（株） 7,944

（株）デイーシーカード 3,911

ユーシーカード（株） 784

その他 16,145

合計 37,862

未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

当期末残高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

37,604 569,565 569,307 37,862 93.8 24

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれている。

ハ　貯蔵品

区分 金額（千円）

賞品 1,975

コース用品 1,809

売店商品 1,396

その他 502

合計 5,682
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②　負債

イ　買掛金

区分 金額（千円）

岸本グリーン 1,464

弘栄造園土木(株) 1,243

吉田商事（株） 968

ゴルフ場用品(株) 961

鳥取県芝生産組合 924

その他 9,597

合計 15,157

ロ　会員預り金

区分 金額（千円）

婦人会員保証金 84,000

家族週日会員保証金 200

シルバー会員保証金　 7,000

ジュニア会員保証金 －

合計 91,200

 

（３）【その他】

　該当事項なし
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 ──────

株式の名義書換え  

取扱場所 京都府城陽市寺田奥山１番地の46　日本観光ゴルフ株式会社

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 １株4,200円（税込）

新券交付手数料 １株4,200円（税込）

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ──────

株主名簿管理人 ──────

取次所 ──────

買取手数料 ──────

公告掲載方法 京都新聞

株主に対する特典

５株以上（法人は10株以上）を有する株主は、城陽カントリー倶楽部理

事会の承認を得、且つ倶楽部所定の登録料（法人1,575千円、個人2,100千

円、何れも税込）を支払い、倶楽部会員となり、城陽ゴルフ場を使用する

ことが出来る。

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではないので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1)
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第54期)

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日
 
平成24年６月26日

近畿財務局長に提出

(2)半期報告書 (第55期中)
自　平成24年４月１日

至　平成24年９月30日
 
平成24年12月14日

近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし
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独立監査人の監査報告書

  平成25年６月24日

日本観光ゴルフ株式会社   

取締役会　御中   

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 乾　　　　　一　　良　　㊞

 
 

 
   

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 駿　　河　　一　　郎　　㊞

　
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本観光ゴルフ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本観光ゴ

ルフ株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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